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 01   経営基盤の強化（費用の削減） 

      
重 点 施 策 ⑤ 有収率の向上 

本市の漏水は水道管の老朽化と高水圧に要因があると考えられるため、これらの対策

を強化するとともに、発生した漏水を早期に発見できる仕組みづくりを行うことで、有

収率★1 を向上させます。 

有収率の向上は収入の増加にはつながりませんが、費用をかけて作った水道水のうち

漏水で失われる量が減るため、同じ収入を得るのに必要な浄水コストを削減できます。 

― 老朽管更新ペースの向上と優先条件の見直し ― 

水道管の老朽化対策として、これまでの年間 5.5km から年間７km を目標として、老

朽管更新のペースを向上させます。 

また、漏水が多発している管路や工事年度が古い管路を対象として、基幹管路▲1 や重

要給水施設管路▲2 など重要度の高い水道管を優先的に更新することで、有収率の向上を

めざします。 

少しでも更新距離を伸ばし、なおかつ重要度の高い水道管を優先的に更新すること

で、将来にわたって使用し続ける水道管の老朽化に歯止めをかけ、更新投資の効果を最

大化させます。 

 〇更新ペースと優先条件 

 

★1【有収率】 
総配水量のうち水道料金収入として得られた有収水量の割合を示す指標のこと。より詳しい解説は 11 ページ
「解説 思考の蛇口『水需要』」を参照。 
▲1【基幹管路】 
破損した場合に大規模な断水を伴う重要な導・送・配水管のこと。 
▲2【重要給水施設管路】 
災害拠点病院、避難所、福祉施設など重要な施設へ水を供給する導・送・配水管路のこと。 
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― 高水圧対策 ― 

高水圧※対策として、適切な水圧まで圧力を低減させる減圧弁を設置します。 

水道水の供給には適切な水圧があり、これを超えて供給してしまうと、水道管に大き

な負担がかかり、劣化を早めたり、破損させたりして、漏水を発生させます。 

水圧の高低はさまざまな条件によって変動しますが、基本的には配水池と家や事業所

などの供給先との高低差が大きいほど水圧は高くなります。 

その対策として、高水圧となっている場所を選定して減圧弁を設置し、適正な水圧で

水を供給することで、水道管への負担を軽減し、漏水の発生を抑制します。 

 

〇減圧弁の設置（イメージ） 

 

 

「更新・高水圧対策と有収率」 

 老朽管更新や減圧弁設置は、将来
漏水が発生しないよう事前に対策を
打つ予防策です。そのため、一度に
すべての水道管にこれらの対策を実
施しない限り、すぐに有収率が向上
するものではありません。 
 直近の有収率向上には、現に発生
している漏水をいかに早く止められ
るかに左右されるため、対症療法と
しての漏水の早期発見・早期修繕が
重要となってきます。 

 

※【高水圧】 
水道施設の技術的基準を定める省令（水道法に基づく技術的な基準）で定められる適正水圧（0.15～
0.74MPa）を超える水圧のこと。 
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― 漏水の早期発見 ― 

漏水を早期に発見できるよう、配水エリアのブロック化を進めます。 

配水量は配水池を出てすぐに設置している流量計で計測していますが、これでは配水

量が増えたことで漏水が発生していることは確認できても、どこで漏水が発生している

かは確認できず、漏水の発生場所を特定する現地調査に時間がかかります。 

配水エリアのブロック化は、大きな配水エリアを細かくブロックに分け、それぞれに

流量計を設置することで、より狭い範囲で配水量を計測できる仕組みのことです。ブロ

ック化を行うと、漏水の発生場所を特定する範囲を絞ることができ、発見までの時間を

短縮することで、漏水量の低減につながります。 

このほかにも、人工衛星データと AI を活用した漏水調査など、最新技術の活用を検

討し、漏水の早期発見に取り組みます。 

― 漏水の早期修繕 ― 

令和７（2025）年度から開始

した包括業務委託は、技術を持っ

た受注者が漏水調査から修繕を一

元的に、24 時間 365 日体制で

担っています。これにより、漏水

の早期発見・早期修繕が可能とな

り、有収率の向上が図られます。 

今後も有収率の向上に向けて、

包括業務委託の継続・拡充を検討

します。 

〇配水エリアのブロック化（イメージ） 

 

 

〇包括業務受託者による直営修繕の様子 
 



▮ 重点施策 
丹の水を次世代へつなぐために 

▮ 79 

重 点 施 策 ⑥ 水道施設・水道管の費用削減 

持続可能な水道事業経営を目指し、更新需要や維持管理コストの低減を図るため、水

道施設・水道管の費用削減に取り組みます。 

その主な取組として、施設数・管路延長の削減やダウンサイジングによる更新費用の

低減を行います。 

安全・安心で安定的な水道水の供給は、水道事業が持続可能な経営のもとで存続して

いることが大前提です。人口減少により水需要が低下するなか、これまでと同規模の施

設・管路を維持・更新することは安定供給の面では望ましいですが、水道料金の負担増

につながります。 

事業規模に見合った施設規模に見直すことで、水道料金への負担の転嫁を最小限にと

どめることができます。安定的な水道水の供給に向けては、水道施設・水道管の耐震化

（重点施策⑨）や広域連携（重点施策〇）などによって強化していきます。 

― 水道施設数の削減 ― 

水道施設の統廃合計画（重点施策②）や小規模配水池の廃止（重点施策③）によって

水道施設数の削減を行うと、削減しない場合に必要な施設の更新費用と比較して、231

億円もの削減につながります。 

また、施設数が減ることで運転費や維持管理費の削減にもつながります。 

〇施設数削減の費用削減効果 

 

※更新需要費は各事業によって廃止となる施設の更新需要費 
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― 水道施設のダウンサイジング ― 

施設の統廃合などを経ても稼働が必要な施設は、その施設が供給しなければならない

水の量に見合った施設規模・設備能力に見直します。 

この見直しは施設や設備の更新が必要となったときに行い、将来の市内全体の水需要

の動向を見ながら必要な水量を考慮し、適正な規模・能力へダウンサイジングします。 

ダウンサイジングすることで更新費用はもちろん、運転費や維持管理費など日常的に

発生する費用も低減することができます。 

― 水道管のダウンサイジング ― 

人口減少に伴う給水量の減少にあわせて、水の供給先がなくなった不要な水道管の撤

去や給水量に応じた管の口径への変更など、水道管のダウンサイジングを進めます。 

水道管のダウンサイジングは、その管が不要となったときや更新が必要になったとき

に、将来の市内全体の水需要の動向を見据え、必要な管網や水量を考慮して行います。 

ダウンサイジングすることで更新費用の低減はもちろん、漏水の発生を抑制すること

で費用を削減できます。 

〇設備のダウンサイジング（浄水場の設備更新の例） 

 

※費用は概算 

〇水道管のダウンサイジング効果 

 

※費用は概算 
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 02   経営基盤の強化（収益の増加） 

      
重 点 施 策 ⑦ 水道料金の適正化 

安全で安心な水道を将来へつないでいくため、水道料金を適正化します。 

水道料金の適正化は、水道施設の統廃合計画（重点施策②）をはじめ、持続可能な水

道事業をめざして展開していく事業費用に加え、人口減少に伴う料金収入の減少も踏ま

えた財政収支の見通しに基づいて行います。 

― 財政収支の見通し ― 

現行の水道料金設定を継続した場合、収益的収支の赤字は膨らむ一方で、資本的収支

では事業費のすべてを借金である企業債でまかなった場合でも、令和 13（2031）年度

に資金が底をつく見通しです。 

持続可能な事業経営には、赤字の解消と自己資金の確保が必要不可欠であり、この 2

点を基準に料金改定の方向性を検討します。 

〇財政収支の見通し（現行の料金設定を継続した場合） 
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― 料金改定の方向性 ― 

料金改定の方向性の検討にあたり、仮に令和 11（2029）年度を初回の料金改定年度

に設定し、以降５年ごとに見直すことを前提として、以下の２パターンの財政収支シミ

ュレーションを作成して比較します。 

シミュレーションの結果は 84 ページのとおりで、「経営の安定性」と「負担の公平

性」を評価の軸として２パターンを比較すると、B パターンの評価が高い結果となりま

した。 

そのため、B パターンを参考に「慢性的な赤字経営からの脱却」と「短期的支払能力

の維持」の２つを方向性として定め、使用者負担が大きくなりすぎないよう、さらに研

究を重ねながら、料金改定を進めます。 

なお、実際の料金改定は上下水道事業運営審議会▲の審議事項であるため、審議会の

諮問・答申を経て、丹波市議会の議決を得たうえで行うことになります。 

〇２パターンの相対評価と料金見直しの方向性 

 

▲【上下水道事業運営審議会】 
丹波市上下水道事業運営審議会の設置に関する条例に基づき、有識者、関係団体の代表者や公募市民などで組
織する会のこと。丹波市の上下水道事業の計画策定や料金など、運営に関する事項を審議する。 
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「料金改定率 ≠ 料金値上げ率」 

料金改定率は、料金改定によって増加させなければならない水道料金収入の総額を割合で示すも

ので、次の式で算出します。 

料金改定率 ＝ （改定後の料金収入総額 ― 改定前の料金収入総額）÷ 改定前の料金収入総額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この例では、料金改定率が 10％であっても使用者ごとの値上げ率はバラバラです。 

つまり、料金改定率がそのまま個々の水道料金の値上げ率となるわけではなく、料金改定の方法

によって各使用者の負担は変わります。 

実際の料金改定では、水道メーター口径別の使用者数や使用水量の分布などを踏まえつつ、使用

者負担の公平性を考慮して、さまざまなパターンのシミュレーションを行い、妥当な料金改定を検

討することになります。 
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〇財政収支シミュレーション（A/B パターン） 

 

A パターンでは、料金改定率は令和 11（2029）年度に 65％で、その後も見直しのたび 10～20％程

度の料金改定が必要となる見込みです。 

資金残高は、収益的収支の黒字が続くため、純利益分だけ増加していき、また資金確保を理由に、事業

費はすべて企業債でまかなうため、令和 37（2055）年度では 84 億円になります。 
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B パターンでは、料金改定率は令和 11（2029）年度に 43％、５年後の令和 16（2034）年度に

35％で、以降見直しのたび 10～20％程度の料金改定が必要となる見込みです。 

資金残高は、収益的収支が黒字と赤字を行き来するため、また事業費をまかなう企業債の借り入れを調

整して負担の公平性を確保するため、30 億円を超えることはありません。 
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重 点 施 策 ⑧ 多様な収入源の確保に向けた取組の推進 

水道料金収入以外の収入の確保に向け、さまざまな取組を推進していきます。 

― 外部資金の確保に向けた取組 ― 

水道事業における外部資金としては、国などからの補助金・交付金、一般会計繰入金

や企業債などがあります。 

このうち、補助金・交付金は、大規模な事業体向けの内容のものが多く、本市のよう

な中小規模事業体では活用しづらいものとなっています。 

そのため、今後も中小事業体の実情を踏まえた対象事業の拡充を要望していきなが

ら、対象事業の精査を行い、最大限活用していきます。 

また、借金である企業債は、将来世代との負担の公平性をもたらす側面があることか

ら、対象とする事業や資産を明確に管理して、適正な借入れを行っていきます。 

― 資金・資産の有効活用に向けた取組 ― 

これまで余剰資金を投資有価証券の運用にあてるなど、運用益の確保に努めてきまし

た。今後は資金の余剰がなくなっていく一方ですが、短期的な支払いのために最低限確

保しておく資金を上回る資金を保有した場合には、市場の状況を注視しながら堅実な資

金運用を行っていきます。 

また、持ちうる資産を最大限に活用するため、施設の統廃合計画などで不要となった

水道施設用地を有効に活用できるよう検討を進めます。 

 

「企業債は費用の公平分担」 

 水道施設や水道管は長期間にわたって使用する資産です。 
 この資産を得るための費用（工事費）を水道料金収入だけでまかなうと、水道料金を支払った
現世代だけが費用負担することになります。 
 一方、企業債を借り入れて工事費をまかなうと、企業債の返済は複数年（一般的に返済期間＝
耐用年数）にわたって継続して発生することになります。その返済金は各年の水道料金収入でま
かなうため、将来にわたって、資産を使う人全員で工事費を分担することになります。 
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 03   災害対策の強化 

      
重 点 施 策 ⑨ 水道施設・水道管の耐震化の推進 

地震に強い水道インフラを確立するため、水道施設の耐震補強の検討と、老朽化した

水道管を対象とした耐震性能を高める更新を進めます。 

― 施設・管路の耐震化 ― 

水道施設の統廃合計画（重点施策②）や有収率の向上に向けた老朽管更新（重点施策

⑤）では、耐震性能を確保した施設整備や、耐震性能の高い材料を使用するなどして、

耐震化を図っていきます。 

統廃合を経ても残る水道施設の耐震化は、耐震診断に基づく補強を行う方向で検討を

進めることで、施設数が多いことで分散されていた災害リスクが、施設数の削減によっ

て高まることへの対策を打ちます。 

水道管の耐震化は、現在でも老朽管更新工事で耐震管への更新を進めていますが、基

幹管路などの重要度の高い水道管を優先的に更新することで、災害時に大規模な断水を

まねくリスクを回避する期待値が高まります。 

〇耐震管の布設 
 ・水道配水用ポリエチレン管 

 

  

・GX 形ダグタイル鉄管 

  

地震や地盤沈下に追従する高い柔軟性を持

ち、継手部分が分子レベルで一体化して管

の離脱を防ぐ配管材料。金属ではないた

め、サビや腐食がない。 

本市では、中口径（75mm や 100mm）の

管を布設する場合に使用している。 

地震の揺れによる管の離脱を防ぎ、継手自

体が大きく伸縮・歪曲して地盤の動きに追

従する構造をもつ、高強度の配管材料。現

場での施工性も高い。 

本市では、大口径（150mm 以上）の管を

布設する場合に使用している。 
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重 点 施 策 ⑩ 災害に強い仕組みづくりの推進 

災害に強い水道供給サービスを確立するため、緊急時でも水を確保できる仕組みづく

りを進めます。 

― バックアップ機能の確保 ― 

水道施設の統廃合計画（重点施策②）の推進によって、市内全域の水運用が可能とな

ります。そのため、災害などで一部の水道施設が機能しなくなった場合でも、他の水道

施設から水融通することで、断水リスクの回避につながります。 

また、水道管の破損などで断水した場合でも生活に必要な水を届けられるよう、給水

車の定期的なメンテナンスと運転訓練を実施し、あわせて組立式給水タンクを複数台整

備します。 

― 危機管理体制の充実 ― 

災害発生時の迅速な対応を可能とするため、災害や緊急時に備える計画として策定し

ている「災害等対応マニュアル（BCP：

業務継続計画）」に基づき、応急給水や

水道管などの応急復旧を実施します。 

また、災害発生時の連携強化を目的

に、毎年度開催される兵庫県水道災害相

互応援協定に基づく訓練に参加し、県内

水道事業体との連携を深めるとともに、

包括委託業務の受注者や近隣水道事業体

との合同訓練の実施を検討します。 

 

〇給水車と組立式給水タンク 

 

〇合同訓練のようす 
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業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（ｍｇ/Ｌ） 0.33 0.42 0.33 0.33 ↓ 0.35

指標値の傾向 評価

比較的安定 ○

A101

平均残留塩素濃度

算式

残留塩素濃度合計/残留塩素測定回数

指標解説

給水栓での残留塩素濃度の平均値を表す指標である。遊離残留塩素濃度0.1㎎/L以上を満たす必要があることが

水道法で定められている。一方で残留塩素は、低い方がおいしさからは好ましく、残留塩素濃度0.1㎎/Lを確保し

た上で、なるべく小さな値にすることが望ましい。

①

②

③
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業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（ｍｇ/Ｌ） 0.33 0.42 0.33 0.33 ↓ 0.35

指標値の傾向 評価

比較的安定 ○

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 65.7 64.9 65.9 66.7 ↓ 62.4

指標値の傾向 評価

安定している ○

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 72.2 69.5 84.7 72.8 ↑ 76

指標値の傾向 評価

安定している ◎

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 91.1 93.4 77.8 91.7 ↑ 86.7

指標値の傾向 評価

安定している ◎

指標解説

給水栓での残留塩素濃度の平均値を表す指標である。遊離残留塩素濃度0.1㎎/L以上を満たす必要があることが

水道法で定められている。一方で残留塩素は、低い方がおいしさからは好ましく、残留塩素濃度0.1㎎/Lを確保し

た上で、なるべく小さな値にすることが望ましい。

A101

平均残留塩素濃度

算式

残留塩素濃度合計/残留塩素測定回数

B104

施設利用率

算式

(1日平均配水量/施設能力)×100 

(1日最大配水量/施設能力)×100

指標解説
施設能力に対する1日最大配水量の割合を示すもので、水道施設の効率性を表す。値が高い方が、施設が有効利

用されているといえるが、100％に近い場合には、安定的な給水に問題があるといえる。

B106

指標解説
施設能力に対する1日平均配水量の割合を示すもので、水道施設の効率性を表す。経営効率化の観点からは数値
が高い方が良いが、漏水事故等に対応できる一定の余裕は必要である。

B105

最大稼働率

算式

1日最大配水量に対する1日平均配水量の割合を示すもので、水道施設の効率性を表す。値は高い方が良い。

負荷率

算式

(1日平均配水量/1日最大配水量)×100 

指標解説
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業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 78.8 78.9 76.8 74.6 ↑ 88

指標値の傾向 評価

低い数値が続く ×

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（件/100㎞） 1.8 1.0 1.2 1.3 ↓ 0.6

指標値の傾向 評価

高い数値が続く △

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（件/100㎞） 1.8 1.0 1.2 1.3 ↓ 0.6

指標値の傾向 評価

高い数値が続く △

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 29.8 29.8 29.4 29.9 ↓ 20

指標値の傾向 評価

安定している △

B112

有収率

算式

(年間有収水量/年間配水量)×100 

管路の事故件数 /( 管路延⾧/100) 

指標解説
1年間における導・送・配水管路の事故件数を延⾧100km当たりの件数に換算したものであり、管路の健全性を
表す。値は低い方が良い。

B208

指標解説
年間配水量に対する年間有収水量の割合を示すもので、水道施設を通して供給される水量が、どの程度収益につ

ながっているかを表す。値は高い方が良い。

B204

管路の事故割合

算式

1年間における導・送・配水管路の事故件数を延⾧100km当たりの件数に換算したものであり、管路の健全性を

表す。値は低い方が良い。

給水管の事故割合

算式

管路の事故件数 /( 管路延⾧/100) 

指標解説

 (法定耐用年数を超えている管路延⾧ /管路延⾧)×100 

指標解説
管路の延⾧に対する法定耐用年数（40年）を超えている管路の割合を示すもので、管路の老朽化度、更新の取組

み状況を表す。この業務指標は、水道管路の使用の可否を示すものではない。値は低い方が良い。

B503

法定耐用年数超過管路率

算式
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業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 1.02 0.42 0.45 0.38 ↑ 0.47

指標値の傾向 評価

安定している ○

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 70.1 70.1 70.1 70.1 ↑ 24.7

指標値の傾向 評価

変動なし ◎

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 37.4 37.4 37.4 37.4 ↑ 55.2

指標値の傾向 評価

変動なし △

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 13.3 13.4 13.8 14.2 ↑ 13.5

指標値の傾向 評価

安定している ◎

B504

浄水施設の耐震化率

算式

(耐震対策の施された浄水施設能力/全浄水施設能力)×100

指標解説
全浄水施設能力に対する耐震対策が施されている浄水施設能力の割合を示すもので、地震災害に対する浄水処理
機能の信頼性・安全性を表す。値は高いほうが良い。

B604

管路の更新率

算式

(更新された管路延⾧/管路延⾧)×100 

指標解説
管路の延⾧に対する更新された管路延⾧の割合を示すもので、信頼性確保のための管路更新の執行度合いを表

す。更新率が1％の場合、管路更新事業規模が100年周期ということになる。値は高い方が良い。

B602

管路の耐震管率

算式

(耐震管延⾧/管路延⾧)×100 

指標解説
導・送・配水管すべての管路の延⾧に対する耐震管の延⾧の割合を示すもので、地震災害に対する水道管路網の

安全性・信頼性を表す。値は高い方が良い。本市では、管種に水道配水用ポリエチレン管を含める。

配水池の耐震化率

算式

 (耐震対策の施された配水池有効容量 /配水池等有効容量)×100

指標解説
全配水池容量に対する耐震対策の施された配水池の容量の割合を示すもので、地震災害に対する配水池の信頼

性・安全性を表す。値は高い方が良い。

B605

P-11



資料編 

  

 

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 46.2 46.2 46.2 46.2 ↑ 24.3

指標値の傾向 評価

変動なし ◎

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 47.9 47.9 47.9 47.9 ↑ 38.7

指標値の傾向 評価

変動なし ◎

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 78.0 84.0 70.1 77.0 ↑ 94.8

指標値の傾向 評価

低い数値が続く ×

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 98.0 99.7 93.3 91.9 ↑ 109.6

指標値の傾向 評価

低い数値が続く △

B606

基幹管路の耐震適合率

算式

 (基幹管路のうち耐震適合性のある管路延⾧ /基幹管路延⾧)×100 

指標解説
基幹管路の延⾧に対する耐震適合性のある管路延⾧の割合を示すもので、B606 （ 基幹管路の耐震管率）を補足
する指標。基幹管路にはφ300mm以下の重要給水施設管路も含める。値は高い方が良い。

C101

基幹管路の耐震管率

算式

 (基幹管路のうち耐震管延⾧ /基幹管路延⾧)×100 

指標解説

基幹管路の延⾧に対する耐震管の延⾧の割合を示すものであり、地震災害に対する基幹管路の安全性・信頼性を

表す。基幹管路にはφ300mm以下の重要給水施設管路も含める。値は高い方が良い。

本市では、管種に水道配水用ポリエチレン管を含める。

B606-2

経常収支比率

算式

 [(営業収益＋営業外収益) /(営業費用＋営業外費用)]×100 

指標解説
経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示すもので、水道事業の収益性を表す。経常収支が

100％を上回っていれば、良好な経営状態といえる。

営業収支比率

算式

 [(営業収益－ 受託工事収益) ⁄ (営業費用－ 受託工事費) ]× 100

指標解説
営業費用が営業収益によってどの程度賄われているかを示すもので、水道事業の収益性を表す。この比率が高い

ほど営業利益率が良いことを表す。

C102
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業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 98.0 99.7 92.9 91.8 ↑ 109.3

指標値の傾向 評価

低い数値が続く △

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（％） 82.5 90.4 73.9 82.8 ↑ 98.7

指標値の傾向 評価

低い数値が続く ×

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（円/m3） 195.9 209.6 251.2 210.6 ↓ 171.2

指標値の傾向 評価

高い数値が続く ×

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ4）

（円/m3） 237.6 231.9 251.2 254.3 ↓ 173.5

指標値の傾向 評価

高い数値が続く ×

C103

料金回収率

算式

(供給単価/給水原価)×100 

指標解説
給水原価に係る費用がどの程度給水収益で賄えているかを示すもので、水道事業の経営状況の健全性を表す。

100％を下回っている場合、給水にかかる費用が料金収入以外の収入で賄われていることを意味する。

C114

総収支比率

算式

(総収益/総費用)×100 

指標解説
総費用が総収益によってどの程度賄われているかを示すもので、水道事業の収益性を表す。経常収支が100％を

上回っていれば、良好な経営状態といえる。

C113

給水原価

算式

[経常費用－ (受託工事費+ 材料及び不要品売却原価+ 附帯事業費+ ⾧期前受金戻入)]  ⁄ 年間有収水量

指標解説
有収水量1㎥当たりの経常費用（受託工事費などを除く）の割合を示すもので、水道事業でどれだけの費用がか
かっているかを表す。値は低い方が望ましいが、低い理由が、本来必要な建設改良事業、修繕を十分に行ってい

ない場合は、適正とは言えない。

供給単価

算式

給水収益/年間有収水量 

指標解説 有収水量1㎥当たりの給水収益を示すもの。値は低い方が望ましい。

C115
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業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ5）

（％） 763.0 687.4 751.0 637.5 ↓ 292.7

指標値の傾向 評価

高い数値が続く ×

業務指標Ｎｏ

業務指標名

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 目標方向 同規模事業体中央値（Ｒ5）

（％） 356.4 383.9 382.9 401.1 ↑ 343

指標値の傾向 評価

安定している ○

C118

流動比率

算式

(流動資産/流動負債)×100

指標解説
１年以内に支払期限を迎える負債（流動負債）に対して、すぐ支払えるお金（流動資産）がどれだけあるかを示
す指標。短期的な支払能力（安全性）を示す。

C112

給水収益に対する企業債残高の割合

算式

(企業債残高/給水収益)×100

指標解説
給水収益に対する企業債残高の割合を示すもので、企業債残高が規模及び経営に及ぼす影響を表す。値は低い方

が良い。
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